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　序論
　株式会社は，ある種の営業活動を行なうために設立され，場合によっては倒
産ないしは解散して，その寿命を終える（注1）。その一生は，おおきく次の3
つ時期に分けられる。すなわち，設立の時期，営業活動の時期，そして倒産な
いし解散の時期であり，各時期に応じて企業を取り巻く利害関係者の範疇およ
びその利害内容も異なってくる。本稿では，かかる3つの時期に応じた利害関
係の内容を検討する。
　第1の時期として，会社の設立時には，株主が会社経営者に営業資金を委託
し，会社経営者は株主から委託されたその資金を効率的に運用し，その活動内
容を株主に報告する・ここでの利害関係の対象者は・株主と会社経営者だけで
84 一一o　　理　　知　　識一
あり，「所有と経営の分離」による今日の経営実態からすると，株主は会計監査
人を選任し，かかる監査人に自らの代理人として会社経営者の受託責任を監視
する地位を与える。
　第2の時期として，会社は，倒産を前提とせず，継続的に営業活動を営むも
のと見倣されており（フランス商法第14条①）（注2），その活動に必要不可欠
な株主以外の利害関係者，つまり債権者，国・地方公共団体，仕入先，得意先，
消費者，地域住民などが会社の営業活動に継続的に参加している。と同時に，
株主以外の利害関係者が継続的に営業活動に参加できるように，会社を取り巻
く経済環境を整備する必要があり，会計監査人は単なる株主の代理人としてで
はなく，すべての利害関係者の代理人として，その職務を行使しなければなら
ない。
　第34）時期として，会社は，自らの意思に係わらず倒産ないし解散しなけれ
ばならないときがあり，その場合には，会社の担保能力が主要な利害内容とな
り，とりわけ債権者との利害関係が重要になる。
　本稿では，会計監査理論modさleの1っとして利害調整説を提唱し，会計監
査を法的成立基盤（第1・3の時期）としながらも社会的成立基盤（第2の時
期）を考慮した会計監査理論mod61eの構築を試みる。すなわち，会計監査の
法的成立基盤を営業資金の委託・受託関係に求め，会計監査人は，法的職務と
して，営業資金の受託者である会社経営者の受託責任を遂行できるように会社
経営者を指導する。同時に，会計監査の社会的成立基盤を継続的な営業活動に
必要不可欠な株主以外の利害関係者の参加に求め，会計監査人は，社会的役割
として，特定の利害関係者だけを保護せずに，いかなる利害関係者にとっても
有用な会計情報を開示するように会社経営者を指導する。
　本稿では，第1章にて会計監査人が法的に課せられている職務を検討し，第
H章にて会計監査人が社会的に要請されている役割を検討する。
（注1）1966年7月24日フランス会社法第66－537号（以下，フランス会社法と略
　　称する）第2条〔会社の経営期間〕
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　　　「会社形態，99年を超えることができない経営期間，商号（raison　sociale）
　　または社名（d6nomination　sociale），本社所在地，会社目的および会社資本金
　　は定款によって定められる。」
　　　1967年3月23日会社施行令第67－236号（以下，フランス会社施行令と略
　　称する）第2条〔会社の経営期間〕
　　　「①会社の経営期間は，商業会社の登記簿に登記した日から数える。
　　　②会社の経営期間は1回またはそれ以上の回数にわたり延長できる。但し，
　　1回の延長にて99年を超えることができない。」
（注2）フランス商法第14条〔評価の一般規準〕
　　　「①年次計算書類を作成するため，自然人または法人である商人は，商業活
　　動を継続して営むと見倣される。」
1　会計監査人の法的職務
　被監査会社は経営実態を忠実に写像する年次計算書類を作成し，その書類に
信頼性を付与することが会計監査人に課せられた法的職務である。したがっ
て，会計監査人は，年次計算書類にっいての不正規性または不誠実性を摘発す
ることではなく，正規なまたは誠実な計算書類の作成指導が本来の業務活動で
ある。本章では，第1節にて会計監査の意義を検討し，第2節にて会計監査の
目的を検討し，第3節にて会計監査の手続を検討する。
　1．会計監査の意義
　外部監査（contr61e　externe）（注3）は一般的に計算書類の検査（r6vision
des　comptes）と同義であり，かかる行為は専門会計士（expert－comptable）
による実施が義務づけられ，計算書類の正規性と誠実性を検定（v6rifier）（注
4）するための一般監査（contr61e　g6n6ral）と考えられている（注5）。ここで
の計算書類の検査とは，個人，企業またはその他の経営組織が所有している帳
簿，書類について判断を伴う調査（examen　critique）を成立基盤とし，その目
的は，個人，企業またはその他の経営組織の経営状態を明らかにすることであ
り，必要に応じて，取引の正確な内容を明らかにすることである（注6）。かか
る検査には次の3つの性格が備わっている（注7）。第1の性格である回顧的
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（r6trospective）とは，一会計期間の終了後に作成された計算書類について結
果から原因に遡って（aposteriori）検査することであり，第2の性格である分
析的（analytique）とは，総合書類（documents　de　synthさse），一般計算書類，
特殊計算書類巳記帳および証拠書類（pi6ces　justificatives）を通して，一般
的なことから特殊なことを導き出す検査であり，第3の性格である判断的
（critique）とは，公正証明（constat）を制限するのではなく，計算書類の誠実
性と正規性にっいて鑑定（appr6ciation）という検査である。すなわち，計算書
類の検査とは，企業を取り巻く利害関係者の一定の権利を保護することが本来
の意味（proprement　dite）での行為である（注8）。ここで問題になるのが「一
定の利害関係者」，すなわち利害関係者の範疇である。かかる範疇を説明する会
計監査理論modeleとして，受託者監視説および企業取引担保説が取り上げら
れている（注9）。本稿では，今日のフランスの企業を取り巻く経済環境を説明
する会計監査理論modeleとして利害調整説を構築し，第H章にて詳細に検討
する。
　2．会計監査の目的
　フランス会社法第288条は，〔会計監査人の職務〕について次のように規定し
ている（注10）。会計監査人は，年次計算書類が正規かつ誠実であり，会計年度
末における会社の財産および財務状態ならびに会計年度の経営成果について相
対的忠実性を与えることを保証（certifier）する（フランス会社法第228条①）。
この点について，年次計算書類を作成する側，すなわち被監査会社に対して，
フランス商法は，第9条〔計算書類の作成義務〕にて次のように規定している
（注11）。すなわち，被監査会社は，現行の会計諸原則に準拠し，かかる諸原則
を適用して年次計算書類（貸借対照表，成果計算書および附属明細書）を作成
し，当該書類が企業の財産，財務状態および経営成果にっいて相対的忠実性を
与えなければならず（フランス商法第9条⑤），現行の会計諸原則に準拠し，か
かる諸原則を誠実に適用しても相対的忠実性を充分に確保できない場合には補
足情報を附属明細書に記載し（同法第9条⑥），その記載によっても相対的忠実
一フランスにおける会計監査人の社会責任一一 87
性を確保できない場合には当該諸原則から離脱して年次計算書類を作成する
（同法第9条⑦）。会計監査人は，被監査会社が作成した計算書類が会社の経営
実態を明らかにしているかどうかを保証しなければならず，とりわけ会計諸原
則から離脱しなければならない場合には，会計監査人の判断が重要となり，か
かる判断の適法性は，事実上，株主または株主以外の利害関係者からの訴訟に
よる裁判の結果によってしか明らかにされえない（注12）。
　なお，現行の会計監査実施は，精査ではなく，試査，すなわち個々の監査対
象ないし一定の取引・項目のgroupを代表する若干のsampleを抽出して精
密にそれを監査する（注13）ので，会計監査人は，計算書類の相対的忠実性を
統計的に充分に説明できる手法を実施しているにとどまり，このことが「証明」
ではなく，「保証」という用語を採用している根拠と解される（注14）。
　フランス会社法は，第230条〔業務機関への報告事項〕にて，会計監査人が
理事会（conseil　d’administration）または指事会（directoire），および監事会
（conseil　de　surveillance）（注15）に報告する事項を規定している（注16）。会
計監査人は，貸借対照表およびその他の会計書類の表示項目および評価方法に
ついて変更が認められるものにっいて被監査会社の経営者に報告する（フラン
ス会社法第230条①）。このことは，会計監査人による年次計算書類の作成指導
を意味し，同時に不正規性（irr6gularit6s）および不正確性（inexactitudes）
の摘発（同法第230条①），株主総会への報告（同法第233条①）（注17）も重
要な職務となる。
　3．会計監査の手続
　フランス会社法第230条は，〔会計監査の手続〕について次のように規定して
いる。会計監査人は，通常の任務として，会社業務に一切干渉せず，会社の帳
簿価格（valeurs）および会計書類（documents　comptables）を検定し，なら
びに会社会計と現行規則との合致（conformite）を監査する（フランス会社法
第230条③）。同様に，会計監査人は，理事会または，指事会による営業報告書
の中で与えられる情報（場合によっては財務状態）と年次計算書類との一致お
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よび誠実性を検定する（同法第230条③）。
　会計監査人は，会計監査の中立性を維持した外部監査であるために，被監査
会社にとって第三者でなければならず，この点にっいて，同条第3項は「会社
業務に一切干渉せず」と規定している。このことは，会計監査の手続それ自体
の信頼性を確保するための必要条件である。会計監査の手続は，「事実の認定」，
「処理の判断」および「意見表明」という順序にて行われるので，これに従って，
同条第3項を分析すると次のようになる。第1の手続である「事実の認定」に
っいて，会計監査人は，会社の会計帳簿を中心とした会計資料を検定し，第2
の手続である「処理の判断」にっいて，会計監査人は，現行の会計規則に準拠
して年次計算書類を作成しているかどうかを監査し，営業報告書に記載されて
いる会計情報と年度計算書類との一致と誠実性を検定し，第3の手続である
「意見表明」について，フランス会社施行令第193条が次のように規定している
（注18）。すなわち，会計監査人は，年次計算書類が相対的忠実性を与えている
かどうかの保証にっいて意見表明をしなければならず，かかる表明には肯定，
留保および拒否があり，後者の2っにっいてはその理由を明確にしなければな
らない。
　フランス会社法第229条は〔会計監査人の職務権限〕について，次のように
規定している（注19）。すなわち，会計監査人は，その監査業務に必要と推測で
きる被監査会社の会計資料を閲覧でき（フランス会社法第229条①），会計監査
人と同じ調査権をもっ補助者を選任できる（同法第229条④）。会計監査の調査
範囲は親会社または子会社に及び，1983年4月30日法律第83－353号による
改正で連結会社にも及ぶようになった（同法第229条④）。会計監査人は，被監
査会社と取引関係にある第三者から情報を蒐集できるが，裁判所の許可がない
限り，第三者が所有する会計資料を閲覧できない（同法第229条⑤）。
（注3）contr61eの語源は，1422年のcontre－r61eであり，　registre　tenu　en　double
　　（複式記帳）という意味である。今日では，v6rification　de　documents（書類
　　の検定）という意味で使用されている。R6daction　dirig6e　par　A．　REY　et　J，
　　REY－DEBOVE，“Le　Petit　Robert”，Le　Robert，1988，　p．385．
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（注4）v6rifierの語源は，　engistrer（記録する）であり，今日では，　Exanimer　une
　　chose　de　maniさre　a　pouvoir　6tablir　si　elle　est　conforme註ce　qu’elle　doit
　　etre，　si　elle　fonctionne　correctement（ある事象があるべき姿と合致している
　　かどうか，ある事象が正確に機能しているかどうかを明らかにできる方法にて
　　調査する）という意味で使用されている。本稿では，v6rifierを「検定」と訳
　　す。Ibid．，　p．2078．
（注5）Sous　la　direction　d’Erik　de　la　VILLEGUERIN，“Dictionnaire　de　la　com－
　　ptabilit6”2さme　6dition，　Septembre　l984，　p．259．
（注6）Ibid．，　p。259．
（注7）Ibid．，　p。259．
（注8）Ibid．，　p．259．
（注9）鳥羽至英「監査理論モデルの形成」，会計第139巻第3号，1991年3月。
（注10）フランス会社法第228条〔会計監査人の職務〕
　　　「①（1983年4月30日法律第83－353号による改正）会計監査人は，年次計
　　算書類が正規かっ誠実であり，会計年度末における会社の財産および財務状態
　　ならびに会計年度の経営成果について相対的に忠実な写像を与えることを保
　　証（qertifier）する。
　　　③会計監査人は，通常の任務として，会社業務に一切関与せず，会社の帳簿
　　価格（valeurs）および会計書類（documents　comptables）を検定し，ならび
　　に会社会計と現行規則との合致（conformit6）を監査する。同様に，会計監査
　　人は，理事会または指事会による営業報告書の中で与えられる情報と年次計算
　　書類との一致および当該書類の誠実性を検定する。
　　　④会計監査人は，株主間の平等が尊重されることを保証する。」
（注11）フランス商法第9条〔計算書類の作成義務〕
　　　「⑤年次計算書類は，正規かっ誠実でなければならず，しかも企業の財産，財
　　務状態および経営成果にっいて相対的に忠実な写像を与えなければならない。
　　　⑥会計規定の適用が本条で言及している相対的に忠実な写像を与えるため
　　に不十分である場合には，補足情報を附属明細書に提供しなければならない。
　　　⑦例外の場合，会計規定の適用が企業の財産，財務状態および成果について
　　相対的に忠実な写像を与えるのに明らかに不適切であるならば，当該規定から
　　離脱しなければならない。かかる離脱が正当化されるたあには，その旨を附属
　　明細書に記載し，しかも企業の財産，財務状態および経営成果に及ぼす影響を
　　指摘する。」
（注12）フランス会社法第234条は，〔会計監査人の民事責任〕について次のように
　　規定している。会計監査人は，会社ならびに第三者に対して，その職務の遂行
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上，彼自身による過失（fautes）および不注意（negligences）から生じる損害
にっいて責任を負わなければならない（フランス会社法第234条①）。しかし
ながら，1984年3月1日法律第84－128号による改正にて，会計監査人は，同
法第230－1条および第230－2条に定められた職務を遂行し，その遂行によっ
て得られる情報または事実を公表する義務を負わない（同法第230条②）。会
計監査人は，理事，または指事会の構成員による犯罪について民事上の責任を
負わない。但し，その犯罪の事実を知りながら，会計監査人が株主総会への報
告書にてその事実を指摘しなかった場合には，その責任を免れえない（同法第
230条③）。
（注13）高田正淳「最新監査論』，中央経済社，1986年6月，p．160．
（注14）certifierは，　Garantir　par　un　act（ある行為による保証）という意味であり，
　　本稿では，「保証」と訳する。R6daction　dirig6e　par　A．　REY　et　J．　REY－
　　DEBOVE，　op．　cit．，　p．277．
（注15）フランスにおける株式会社には伝統的形態（type　classique）と新形態
　　（type　nouveau）がある。前者は，法律上，1867年7月24日法律にて初めて規
　　定され，1943年3月4日法律にて改正された株式会社という組織形態であり，
　　理事会（conseil　d’administration）が実質的に経営権（pouvoir　de　gestion）
　　を行使した。後者は，フランス会社法にて規定される株式会社であり，伝統的
　　形態における理事会が経営（gerer）と監査（contr61er）の機関として機能して
　　いたのを，新形態では両者を分離し，理事会が経営を監査する監事会（conseil
　　de　surveillance）となり，指事会（dirctoire）が経営機関となる。　Emmanuel
　　du　PONTAVICE　et　Jacques　DUPICHOT，“Trait6　de　droit　commercial”，2
　　eme　volume，　Montchrestien，1982，　p．394，　p．556．
　　　なお，本稿では，diretoireを「指事会」と訳す。なぜならば，　directoireは
　　新形態において経営上の指導を行なう機関であるからである。directoireは，
　　日本の株式会社における「取締役会」に相当する。
（注16）フランス会社法第230条〔経営機関への報告事項〕
　　　「会計監査人は，理事会または指事会，および監事会に次の場合に知らせる。
　　　1°会計監査人が行った監査と検定および会計監査人が行った各種の試査
　　　2°会計監査人が変更を認める貸借対照表およびその他の会計書類の項目
　　　3°会計監査人が発見した不正規性と不正確性
　　　4°前期の成果と比較される当期の成果にっいて前項の観察および修正に
　　よって導びき出される結果」
（注17）フランス会社法第233条〔株主総会への報告事項〕
　　　「①会計監査人は，任務の遂行中に自ら発見した不正規性と不正確性を次期
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　　総会に報告する。
　　　②さらに，会計監査人は，彼自身知っていた犯罪事実（faits・delictueux）を
　　検察官（procureur　de　la　R6publique）に通知（r6v61er）し，この通知によっ
　　て会計監査人の責任が免れうる。
　　　③前項の場合を除き，会計監査人，ならびにその補助者と専門家は，職務上，
　　知ることができる事実，行為および情報にっいて職業上の秘密を守る。」
（注18）フランス会社施行令第193条〔会計監査人の意見表明〕
　　　「（1983年ll月29日施行令第83－1020号による改正）通常総会への報告に
　　て，会計監査人は，次のことを表明（d6clarer）する。
　　1．a）当期の計算書類および「連結計算書類が正規であり」（1985年3月1日施
　　行令第85－295条による改正），かつ誠実であり，かかる計算書類が当期の取
　　引成果ならびに必要に応じて有用な観察を表明しながら当期末に会社および
　　連結範囲に含あられる企業全部の財務状態および財産について相対的に忠実
　　な写像を与えることを保証する。
　　　b）留保の保証を添付する。
　　　c）計算書類の保証を拒否する。
　　　上述の後者2っの場合，会計監査人は，留保または拒否の理由を明確にす
　　る。
　　2．会社および連結範囲に含められる企業全部の財務状態ならびに年次計算書
　　類および連結計算書類について当期営業報告書および株主に送付される資料
　　書類において与えられる情報の誠実性および前者との符号（concordance）に
　　ついて観察する。」
（注19）フランス会社法第229条〔会計監査人の職務権限〕
　　　「①年度内のいかなる時期においても，会計監査人は，全部または個別的に，
　　適当と判断するいかなる検定およびいかなる監査をも実施し，その任務の遂行
　　に有効と推測する書類，とりわけすべての契約書，帳簿，会計書類および議事
　　録をその場で閲覧できる。
　　　②監査の遂行のために，会計監査人は，自己の責任において，選任する専門
　　家または協力者をもってして補佐または代行させることができる。なお，この
　　ことについて，会計監査人は会社に知らせる。これらの者は，会計監査人と同
　　じ検査権を持つ。
　　　③本条にて定める調査は，会社と同様に第354条にて定める親会社または子
　　会社にっいても行うことができる。
　　　④（1983年4月30日法律第83－353号による改正）『かかる調査は，連結範
　　囲に含まれる企業全部にっいて第228条第2項の適用により同様に行うこと
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ができる。』
　⑤会計監査人は，同様に，会社計算書類にっいて取引を行う第三者からその
任務の遂行に必要ないかなる情報をも蒐集できる。しかしながら，この情報蒐
集権は，第三者が所有する書面，契約書および資料の閲覧に及ばない。なお，
会計監査人は，裁判所の決定により許可される場合に限り，その閲覧ができ
る。職業上の秘密は，裁判所から要請がない場合に会計監査人に対抗できな
い。」
ll　会計監査人の社会的役割
　会計監査人は，法的に株主総会によって選任・解任されるけれども，単に株
主の利益を保護するためだけの会計監査業務を行使しているならば，会社の健
全な発展はない。会社は，社会的な合意が得られる経済環境下で健全な営業活
動を営むことができるのであり，その指導的な役割を担うのが会計監査人であ
る。本章では，第1節にて利害調整を行なう者にとって不可欠な独立性を検討
し，第2節にて会社にまっわる利害の内容，その調整方法について検討する。
　1．会計監査人の独立性
　会計監査人中央協会（Companie　Nationale　des　Commissaires　aux　Com－
ptes）は，「職業行為に関する規範』（Normes　relatives　au　comportement
professionnel）のところで，会計監査人の独立性にっいて，「法律，規則および
倫理規範は，会計監査人に対して独立たるべきこと，およびその旨を明らかな
らしめるよう義務づけている。それは，単に監査人として公正的かっ客観的な
職務の遂行を可能ならしめる独立的な精神的態度を保持させるだけでなく，こ
うした公正性や客観性を阻害すると考えられるすべての関係から自己を解放せ
しめることを意味している（注20）」と記述している。
　当該協会は，「公正的かっ客観的な職務の遂行を可能ならしめる独立的な精
神態度」という会計監査人の実質的独立性について指示し，それに必要な具体
的要件，すなわち外見的独立性をも指示している。かかる独立性を規定するも
のとして，「法律，規則および倫理規範」を挙げている。ここで問題になること
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は，「倫理規範」による義務である。なぜならば，今日の会社を取り巻く利害関
係者を被監査会社の株主および会社役員と限定できず，それらの者以外の利害
関係者として，債権者，従業員，仕入先，得意先，消費者，国・地方公共団体，
地域住民などが挙げられる。「法律ならびに規則」は会計監査人と被監査会社の
株主および会社役員との特別な利害関係について規定しているけれども，債権
者，国・地方公共団体，従業員，消費者，地域住民などとの特別な利害関係に
ついて法的に規定することが困難であり，「倫理規範」において彼らからの独立
性が義務づけられている。
　2．利害関係者の保護
　今日の会社を取巻く利害関係者は，株主，債権者，従業員，仕入先，得意先，
消費者，国・地方公共団体，地域住民などであり，その利害の内容（注21）は
次の表にまとめられる。
　　　　　　　表ll－1　会社を取り巻く利害関係者による利害内容
利害関係者の範疇
利害の内容
会社との主要は取引内容 会社に対する主要は関心事
株主 株式の売買 利益の配当（残余財産の分配）
債権者 債権の売買 利子の徴収（担保能力）
従業員 労働の提供 賃金，賞与，労働条件
仕入先 財貨・用益の販売 支払能力（残余財産の換金性）
得意先 財貨・用役の購入 財貨・用役の品質・価格（生産能力）
消費者 財貨・用役の購入 財貨。用役の品質。価格（価格の適正化）
国・地方公共団体 税金の徴収 企業への指導規制
地域住民 地域の環境 企業の公害対策や地域社会奉仕など
　今日の会社形態は，株主が会社（具体的には経営者）に営業資金を委託し，
委託されたその資金を会社が効率的に運用して経営活動を営み，その成果を営
業資金の委託者である株主に報告する義務，すなわち受託責任を果たさなけれ
ばならない。このように，営業資金の委託・受託関係が会社の成立基盤である
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けれども，会社が継続的にその営業活動するためには，株主以外の利害関係者
もかかる営業活動に参加し，健全な経済環境を整えなければならない。そこで，
会社を中心とした健全な経済環境を整備するためには，会社の営業活動に係わ
るいかなる利害関係者の権利をも保護しなければならない。その保護にとって
有効な1っの手段として，会計監査が挙げられる。
　会計監査人は，計算書類の検査を通して，法的な要請により株主を保護し，
社会的な要請により株主以外の利害関係者を保護する。ここでの保護とは，社
会的な合意が得られる範囲内で，会社との関わりかたに応じた多種多様な権利
を保護することであり，その具体的な手段として，多種多様な利害の調整が挙
げられる。ここでは，利益計算構造と情報開示という2つの会計機能の視点か
ら利害調整の形態を検討し，前者によるものは直接的であり，後者によるもの
は間接的である。
　フランス会社法は，第340条〔計算書類の作成義務〕にて，各会計年度締切
日に，会社経営者が，商法第1編第ll部の規定に合致する財産目録，年次計算
書類および営業報告書を作成することを規定し，フランス商法は，第9条〔計
算書類の作成義務〕を規定している。このように，フランス会社法は，会社に
対して営業活動の経営実態を忠実に写像する年次計算書類の作成を義務づけ，
その作成手段として，現行の会計諸原則を設定し，その誠実な適用を規定して
いるけれども，その利害調整の対象者は，株主，経営者，債権者および国・地
方公共団体と限定される。なぜならば，分配可能利益（b6n6fice　distribuable）
が確定した後の配分方法によって，各利害関係者の利害が調整されるからであ
る。ここでの利害調整は，株主を中心としたものであり，その組合せは，株主
と債権者，株主と国・地方公共団体および株主と経営者という3通りある。ま
ず，株主と債権者との利害調整にっいて，フランス会社法は，第345条〔法定
準備金〕（注22）にて，法定準備金（r6serve　16gale）が資本の1／10に達する
まで当期利益（b6n6fice　de　1’exercice）の1／20以上を積立てなければならな
いと規定し，自己資本の充実，つまり会社の担保能力を確保することにより，
株主よりも弱い立場にある債権者を保護し，同時に会社は債権者から資金の供
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給を確保できる。次に，株主と国・地方公共団体との利害調整について，国・
地方公共団体は，配分可能利益から強制的に法人税等を徴収し，同時に会社を
取り巻く社会的設備を行なう。さらに，株主と経営者との利害調整にっいて，
フランス会社法は，第351条〔賞与支払いの条件〕，第352条〔賞与の範囲〕に
て，経営者への賞与支払い方法およびその範囲を規定していたが，1975年12
月31日法律第75－1347号により改正され，賞与形態が廃止され，現行法では，
手当（jetons　de　pr6sence）として年次固定額（somme　fixe　annuelle）力竪営
者に支払われ，その額は株主総会によって決定され，会社の一般費用（frais
g6neraux）として処理される（注23）。かくして，利益計算構造による直接的
な利害調整は限定的なものであるけれども，その機能を充分に果たしており，
会計監査人は，利益計算が適正に行われるように被監査会社を指導していかな
ければならない。
　フランス会社施行令第293条は，〔計算書類の寄託〕にっいて次のように規定
している（注24）。すなわち，いかなる株式形態会社（soci6t6　par　actions）を
も，次の2通を裁判所書記局（greffe　de　tribunal）に寄託すべきであり，かか
る寄託は，商業会社登記簿に添付するため，株主総会による年次計算書類の承
認の1ヵ月前までに行われる（フランス会社施行令第293条①）。寄託すべき書
類としては，年次計算書類，営業報告所，年次計算書類に関する会計監査人報
告書（rapport　des　commissaires　aux　comptes　sur　les　comptes　annuels），必
要に応じて，連結計算書類，集団営業報告書（rapport　sur　la　gestion　du
groupe）および指事会報告書に関する会計監査人報告書を列挙している（同令
第293条①）。さらに，証券取引所に上場している会社に対して，フランス会社
施行令は，第297条〔計算書類の公示〕（注25）にて，会計期間の四半期ごとの
取引高をその45日以内に，法的義務告示広報（Bulletin　des　annonces　16gales
obligatoires）にて公開し，会社にとって重要な事項も公開するように規定し
ている。このように，フランス会社法は，会社に対して営業活動の経営実態を
忠実に写像する年次計算書類の開示を義務づけ，いかなる利害関係者もその計
算書類を閲覧できる。かくして，営業活動の経営実態を忠実に写像する利益計
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算構造の開示は，間接的ではあるがいかなる利害関係者の利害をも調整し，会
計監査人は，利害関係者の経済的意思決定に必要な会計情報の開示を指導，か
っその信頼性を付与する。
（注20）Companie　Nationale　des　Commissaires　aux　Comptes，“Normes　relatives
　　au　comportement　professionnel”，1987，伊豫田隆俊訳。
（注21）新井清光『新版財務会計論』，中央経済社，1984年4月30日，P．7を参照。
（注22）フランス会社法第345条〔法定準備金〕
　　　「①下記のことに反するいかなる決議をも無効となる。すなわち，有限責任
　　会社（soci6t6s　a　resposabilit61imit6e）および株式形態会社（soci6t6s　par
　　actions）においては，「当期利益』（b6n6fice　de　1’exercice）（1983年4月30日
　　法律第83－353号による改正）から，場合によって，過年度損失（pertes
　　ant6rieures）を填補し，『法定準備金』（r6serve　16gale）といわれる準備資金
　　（fonds　de　r6serve）として組入れるために少なくともその填補後の1／20以
　　上を控除する。
　　　②かかる控除は，法定準備金が会社資本の1／10に達しているならば，義務
　　でなくなる。」
（注23）Enfmanuel　du　PONTAVICE　et　Jacques　DUPICHOT，“Trait6　de　droit
　　commercial”，　2eme　volume，　Montchrestien，1982，　p．432．なお，旧フランス
　　会社法では，会社経営者への賞与額として分配可能利益（b6n6fice　distribua・
　　ble）の1／10を限度として実施されていた。
（注24）フランス会社施行令第293条〔計算書類の寄託〕
　　　「①（1986年2月17日施行令第86－221号）「いかなる株式形態会社をも次
　　の2通を裁判所書記局に寄託すべきであり，それは，商業会社登記簿に添付す
　　るために，株主総会による（1983年11月29日施行令第83－1020号による改
　　正）計算書類の承認の1ヵ月前までに行われる。』
　　L（1985年3月1日施行令第83－1020号による改正）『年次計算書類，営業報
　　告所，年次計算書類に関する会計監査人報告書，場合によって連結計算書類，
　　集団営業報告書，連結計算書類および指事会報告書に関する会計監査人報告
　　書』
　　2．総会での成果の承認に関する規定および投票による承認に関する解決
　　　②年次計算書類の承認が拒否される場合には，総会決議の謄写の1通が裁判
　　所書記局に同期間内に寄託される。
　　　③（1986年2月17日施行令第86－221号による改正）「第298条にて言及さ
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　　れる会社および株式が有価証券取引公開取引所（cote　officielle　des　bourses
　　de　valeurs）に登録された会社は，同じ目的で，2通，同時に会計年度末に所有
　　する一時有価証券の財産目録を寄託する。』
　　　④（1985年3月1日施行令第85－295号による改正）『本条の規定に対する
　　いかなる違反をも第5段階の違警罪（contravention）にて定める罰金
　　（amende）にて罰せられる。再犯（r6cidive）の場合，適用可能な罰金は，第
　　5段階の違警罪の再犯にて定められるものである。』
　　　フランス会社施行令第293－1条〔計算書類の広報〕
　　　「（1986年2月17日施行令第86－221号による改正）第293条にて定あられ
　　た寄託後ただちに，商業裁判所（tribunal　de　commerce）または商業大審級裁
　　判所（tribunal　de　grande　instance　statuant　en　mati6re　commerciale）の書
　　記局は，民事・商事告示の広報に次のように作成された意見を掲載する。
　　　『……に本店を置き，……番号にて登録される……株式会社（または商事株
　　式会社）は，改正された1967年3月23日商事会社施行令第293条の規定の適
　　用により……日付に締切られる会計期間において年次計算書類（連結計算書
　　類）（証券にて所有される一時有価証券の財産目録）を商事裁判所（大審級裁判
　　所）の書記局に寄託した。」
（注25）フランス会社施行令第297条〔計算書類の公示〕
　　　「①（1985年3月1日施行令第85－295号による改正）会計期間の四半期ご
　　とにその45日以内に，第294条にて言及される会社は，法的義務告示広報
　　（Bulletin　des　annonces　16gales　obligatoires）に，活動部門ごとに，四半期の
　　ものおよび当期の全部，ならびに前期に対応する取引高の情報を公開する。連
　　結計算書を作成し，公開する会社では，同じ方法にて連結取引高の額を公開す
　　る。かかる情報の1つが会社にとって重大な損害を与える性質を帯びるなら
　　ば，当該情報の公開は明らかにされうる。
　　　②証券取引委員会は，ある会社の範疇に係わる特殊な性格を考慮するため，
　　これらの即知事実の適用を定める。」
結論
　以上，フランスにおける会計監査人の法的・社会的責任にっいて検討してき
た。会社の成立基盤を営業資金の委託・受託関係に求めているかぎり，たとえ
株主総会が形骸化していようとも会社の最高決定機関であり，会社を取り巻く
利害関係は株主を中心としたものとならざるをえない。会計監査人が，株主総
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会にて選任されるかぎり，株主の保護のために会計監査業務を行使しなければ
ならず，その行使の障害と成りやすい会社経営者との特別な利害関係をもたな
いように法的な規則が必要となる。しかしながら，会社が継続的に営業活動を
営むためには，株主以外の利害関係者もその活動に参加しなければならず，か
かる参加を社会的に円滑にするためには多種多様な利害関係者の権利を保護し
なければならない。したがって，社会的には，会計監査人は株主以外の利害関
係者の保護者ともなる。
　会計機能を通して，会社を取り巻く利害関係者の利害を保護する方法とし
て，会計上の利益計算構造と情報開示の2っの方法がある。前者によると，株
主，経営者，債権者および国・地方公共団体の間における利害調整ができ，後
者によると，従業員，仕入先，得意先，消費者，地域住民などを含めた利害調
整ができる。
　このような会社を取り巻く今日の経済環境においては，委託・受託関係を基
礎に，株主以外の利害関係者を採り入れた会計監査理論modeleを提唱し，会
計監査人に課せられた法的・社会的責任を解明した。
　最後に会計監査人，会社経営者，株主および株主以外の利害関係者における
相互間の利害関係を図にまとめると次にようになる。
（潜在的利害の対立）
　　↓
経営取引・経済環境
（潜在的利害の対立）
［報告］
依頼］
図皿一1利害調整説による会計監査理論の枠組み
（注）　　一　利害関係者の行為、一利害関係者間の関係
